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り拡大している状況があります。これはあくま
でも中国国内です。
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資料：民航行业发展统计公报

中国における航空貨物の動向と影響
～中国民間航空貨物輸送量

（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移～

WTO加
盟

リーマン
ショック

高度成長か
ら新常態へ

ネット通販
ブーム？

改革
開放

社会主義
市場経済

・長期的に右肩上がりで増加
・2010年頃から中国経済が高度成長期から中高度成長期へ移行
・航空貨物輸送量も停滞
・2014年以降、再び航空貨物輸送量が急増

これだけ伸びているので、越境ネット通販も
含めて航空貨物は増えているのかというと、実
はあまり変化がありません。貨物量自体もあま
り伸びておらず、なぜかと考えたとき、越境ネッ
ト通販がまだまだパイとして小さいことが一つ
いえます。また、一般的にネット通販を越境で
行う場合、日本ではトラックは無理なので飛行
機がメインとなります。ただし中国に関しては
船でもかなり越境ネット通販が行われており、
それがここであまり航空貨物が増えていない理
由なのかなと思います。

中国における航空貨物の動向と影響
～日本から中国への輸出・輸入航空貨物量の推移～
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注） １.わが国税関に対する輸出・輸入申告がなされた貨物。
２.継越貨物を除く。

出典） 「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省航空局）

年度

千トン

こちらは日中間の航空路線運航です。中国の
航空会社は、旅客に関しては相当数が日本に来
ていますが、貨物は16％しかありません。日
中間の貨物は、日系の航空会社もしくはもっと
グローバルな航空会社がまだメインとなってい
ます。中国系はこれから出るとはいわれてお
り、徐々に増えてきているという話もあるので

すが、まだ大きくはありません。また、関空で
は出ていますが、東京、成田方面ではまだあま
り出ていない状況です。

いずれにせよ、中国の国内航空貨物との連動
も含めて、これから増えていくはずだといわれ
ながら増えていない現状として、中国の越境
ネット通販支援モデルの中で保税区つまり海路
を使った越境ネット通販がかなり主要になって
います。

中国政府が通関制度を改革したことで、いろ
いろな日系物流事業者、中国系物流事業者そし
て中国系ネット通販事業者などが、越境ネット
通販支援モデルを展開しています。さらに中国
のややこしいところは、各地の通関が自分たち
の通関を通る荷物を増やしたいために、通関と
物流事業者とネット通販事業者が連携するケー
スがみられることです。北京、上海、広州、坑
州といったいろいろな税関がそれぞれ別に連携
しており、かなりのプレイヤーを巻き込んで多
数のビジネスモデルが出てきています。

中国向け越境ネット通販支援モデル
～越境ネット通販支援モデルの類型化～

• 越境ネット通販に関連する様々な障害

を緩和する目的。

• 近年、増加する越境ネット通販に対し

て、中国政府が通関制度を改革したこ

とを受けて、事業者が提供する中国向

け越境ネット通販の支援モデルも変化。

• 新制度とともに、中国税関が商品の流

入を監視可能な枠組みが必要となる。

 日中のネット通販事業者や物流事業者

によって、商品の販売から出荷、越境

輸送、通関、配送を一貫管理するよう

な支援モデルが構築。

• 中国各地の税関は、取扱量を競い合っ

ており、各地の税関と日中のネット通

販事業者や物流事業者らが様々な形で

提携したビジネスモデルを提供。
31

出典：日本貿易振興機構（2017）、各社へのインタビュー調査

■中国向け越境ネット通販支援モデル
一番分かりやすいのが、いま中国政府から規

制されつつある EMS ですが、これは基本的に
日本から物を送る事業者が使います。飛行機と
はいえ、現地の在庫がある会社に比べればリー
ドタイムは長くなり、1個当たりの輸送コスト
は航空便なら高くなりやすいです。ただし、日
本国内の在庫で中国向け・日本向け両方に対応
するということなので、売れ残りリスクや在庫
費用は少なくて済みます。ただ、免税の可能性
が大きいです。これは利用する側にはメリット
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になりますが、徐々に厳しくしていこうという
のが中国政府の方針です。

中国向け越境ネット通販支援モデル
～EMS*3直送モデル～

• リードタイム大

• 輸送費用大

• 売れ残りリスク・在庫費用小（国内外向けの在庫を
共有）

• 免税の可能性大（検査漏れの可能性）

32

*3:ここでは国際スピード郵便（中国郵政の快達サービスであるEMSと区別）
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発注受注

出荷

国境

越境ネット通販というのは日本から持って
行く都合上、通常のネット通販に比べるとど
うしても時間がかかってしまいます。2日に対
して4日あるいは5日程の話ですが、スピード
重視のネット通販では2日から4日になること
は致命的ともいえます。また飛行機で運ぶと
どうしても輸送費がかさんでしまいます。だ
からこそ、船便でかつリードタイムを短くす
ることができないか、という発想が出てきま
した。

中国向け越境ネット通販支援モデル
～保税区モデル～

• リードタイム小

• 輸送費用小

• 売れ残りリスク・在庫費用大（保税倉庫の利用）

• かつては個人通関扱いの行郵税、2016年4月からは、
越境ネット通販総合税が適用。

33
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物流事業
者倉庫

保税倉庫（保税区）

保管・検品

宅配
事業者通関・出荷

事前に一括大量輸送（海上） 消費者の注文を受けてから通関手続

港
湾

出荷

普通は船便でリードタイムは短くなりません
が、ここでは物流事業者の倉庫から船便で中国
に入れ、保税倉庫にいったん保管します。保税
倉庫なので、中に入っている段階ではまだ通関
手続きは取られていません。そして注文が入っ
たら保税倉庫から出すのです。

制度上は、中国国内に物はないのですが、実
質的にはある状態なので、宅配便業者がそこか

ら荷物を引き取って中国の消費者に持って行く
わけです。したがって、越境輸送は海上コンテ
ナで安く、かつ保税倉庫から持って行くので早
く届けられます。ただし、保税倉庫を活用して
日本国内と在庫分散してしまうので、売れ残り
リスクは高まり、保税倉庫の在庫コストもかか
ります。

2016年4月から越境ネット通販総合税が適
用されるのは主にこのモデルです。つまり中国
政府はこのモデルを後押ししているのです。実
はこのプラットフォームを主に提供しているの
がアリババです。もちろん日系の物流会社で保
税倉庫を持っているところもこのモデルを利用
していますが、皆さんアリババと組むことが多
いです。なぜなら、ネット通販サービスを物流
でみたとき、マーケティング、つまり「どこで
売るか」が一番大事だからです。

航空混載の輸送モデルもあります。例えば
OCS のようなところや、中国向けの越境宅配
便を行っているところがこのようなモデルを展
開しています。自社の BtoB 貨物も含めたもの
に BtoC を混載して持って行くパターンです。
輸送費用は当然高いのですが、ある程度混載す
れば EMS よりは下がります。売れ残りリスク
も基本的には EMS と同じです。EMS は検査
が厳しくなってきて、止まってしまうリスクが
高まっています。もちろんきちんと申告すれば
済む話ですが、申告しないものが多い現状の中
で、みんなが安心して事前申告し、税金はかか
るが対応するというものです。

中国向け越境ネット通販支援モデル
～航空混載輸送モデル～

• リードタイム大

• 輸送費用大（混載規模拡大で費用低下可能性）

• 売れ残りリスク・在庫費用小（国内外向け在庫の共有）

• 事前申告＋越境ネット通販総合税適用で、EMSと比べると遅延
リスク小（EMSの検査強化も影響）。

• 国内外どちらの通販サイトを設置するかで、運営費用も異な
る（日系（自社）＜中国系） 35
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中国系のアリババを使ったパターンや、日系
のネット通販会社など、ネット通販のサイトに
ひもづけした物流サービスもあるのですが、一
般的には中国系のほうが高いです。アリババ、
京東などの大手のネット通販会社は運営コスト
がかなり高くつきます。

■適合商品と特性
各モデルにどのような特徴があるかを分析し

たのがこちらです。保税区は売れ筋商品がメイン
になり、紙おむつなどのベビー用品が適していま
す。紙おむつが特に適しているのは、かさばりや
すいので容積勝ちしやすく、かつ単価が安いの
で、そもそも航空便に適していないからです。な
おかつ中国の消費者に非常に人気があります。だ
から保税区モデルは売れ筋商品なのです。

適合商品と特性
～各モデルの特性～

37

保税区
航空混載

（中国大手）
航空混送
（独自）

取扱商品数 ▲（少） ○（多） ○（多）

リードタイム 〇（短） ▲（長） ▲（長）

越境輸送コスト 〇（低） ▲（高） ▲（高）

在庫コスト ▲（高） ○（低） ○（低）

売れ残りリスク ▲（高） 〇（低） ○（低）

集客力 〇（高） 〇（高） ▲（低）

サイト運営コスト ▲（高） ▲（高） 〇（低）

適合商品

ポジティブリ
スト記載、定
番の売れ筋、
かさばりやす
い（紙おむつ

など）

需要予想が難し
いが、一定の販
売量がある日用
品（流行の化粧

品など）

趣味性の
高いニッ
チ商品

（書籍、
フィギュ
アなど）

※EMS直送
モデルにつ
いては、物
流やマーケ
ティング上
の理由より
制度上の抜
け目を利用
している面
がある。中
国政府の今
後の検査厳
格化を考慮
し、ここで
は他の3つ
を分析。

EMS や航空混載は、ある程度量を絞ったも
のです。特に中国大手に持って来るものに関し
ては、需要予想が難しいもの、もしくはこれか
ら流行るであろうものが一つの傾向です。

日本独自のサイトなどは、ニッチなものが売
れている印象です。今回の研究の中でインタ
ビューさせていただいた、中国と日本の間の宅
配便会社は、ネット通販を自社で独自展開して
います。中国人向けに日本語の書籍、中国でま
だ販売されていないようなアイドルの写真集、
アニメやコミックのフィギュアが適しているそ
うです。割がよいのはフィギュアなどがあり、
単価が高いものは1個ずつ航空便で送るのが適
しています。これらのモデルを、いわゆるロン
グテールモデルというビジネスモデルに則して
当てはめたのがこちらです。

適合商品と特性
～商品の販売量と越境ネット通販モデル～

38商品（販売量順）

販
売
量

保税区
（売れ筋）

航空混載輸送
・中国大手サイト 航空混載輸送・独自サイト、EMS直送

（ニッチ）

保税区モデルが物流コストを下げている一
方で、これがいつまで続くかが問題になって
います。優遇措置はもうやめるべきだという
意見もある中で、やめたら今度は航空が増え
るのではないかといわれています。越境ネッ
ト通販といいながら、かなり保税区頼みになっ
ており、越境ネット通販総合税の暫定的な優
遇自体もいつまで続くのか不透明であるわけ
です。

越境ＥＣにおける保税モデルと航空宅配便
～越境ECにおける保税モデル～

【特徴】

• 保税モデルでは、海上コンテナ輸送を利用することで越境
輸送費用を下げることが可能。

• 在庫は場所的には現地（中国国内）にあるので、注文から
迅速な配送が可能。

• 保税区から出荷される時に初めて越境EC総合税がかかる。

【懸念事項】

• 保税区の倉庫の利用費用が発生するため、在庫の回転率に
よってはかえって割高になる。

• 越境ＥＣ総合税の暫定的な優遇（関税0、増値税・消費税の
7掛け）が今後も続くかは不透明。

39

■アジア向け越境ネット通販への拡大
越境ネット通販のパイをもっと増やすために

はルール作りが必要です。そのためには貿易の
枠組共通化が一つのテーマとなります。さらに
越境ネット通販が、結果的に脱税に繋がってい
ることもあり、国際関税機構ではアジアに限ら
ず越境ネット通販の国際標準通関手続きも確立
する動きがあります。物流会社の視点からみる
と、日系、中国系の航空貨物輸送事業者が、国
内外にかかわらず、アリババや京東のような影
響力のある越境ネット通販サイトと連携してい
くことが必要です。
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まとめ
１、日本⇒中国の越境ネット通販拡大の背景。

本来、希少性の高い商品（結果内外価格差が大きい商品）等の購入で利
用されるが、中国国内の商品に対する中国の消費者の信頼感の薄いた
め、オムツ、粉ミルクのような日用品も越境ネット通販で購入する状況。
一時期の爆買いからのリピート購入も拍車をかける。

２、現状、越境ネット通販は税率優遇を受けている（関税免除＋一部商品の
増値税と消費税の優遇）。ただし、転売目的の個人通関が横行し、商業
通関をしている一般の事業者からのクレームをうけ、制度見直し中。一
方で、当局は消費の落ち込みも心配。EMS通関の電子化も課題。

３、アジア物流圏での越境ネット通販の調和化が必要。日中韓EPA、RCEP、
TPPなどでの貿易枠組共通化。国際関税機構でも越境ネット通販の国際
標準通関手続きの確立の動きが始まる。

４、中国系の航空貨物輸送事業者らが、中国系の越境ネット通販事業者と
提携して、強固なプラットフォームを形成していくことも考えられる。日系
の航空物流事業者においても、国内外に関わらず、影響力のある越境
ネット通販サイトとの連携が鍵となると言える。 41

中国以外のアジア、例えば ASEAN 諸国で
も越境ネット通販を利用したことがある人々が
増えています。市場自体はまだ小さいですが、
伸び率は高いです。購入先をみると、東南アジ
アの場合は、中国系のアリババが東南アジア向
けのネット通販会社を買収したこともあるせい
か、中国が多くなっています。マニラ、フィリ
ピンはアメリカが多いです。

アジア向け越境ネット通販への拡大
～ASEANのネット通販市場規模推移～

43出典：平成25年度我が国経済社会の情報化・サービス化に関する基盤整備
日アセアン越境電子商取引に関する調査

アジア向け越境ネット通販への拡大
～ASEANの自国ネット通販と越境ネット通販市場～

44
出典：平成25年度我が国経済社会の情報化・サービス化に関する基盤整備

日アセアン越境電子商取引に関する調査

アジア向け越境ネット通販への拡大
～アジアの越境ネット通販利用状況～

出典：transcosmos社
https://blog.trans-cosmos.co.jp/research/20180409_onlineshopping-survey.html

45

■アジア向け越境ネット通販の課題
東南アジアはこれから増えていく一方で、

色々な課題があります。まず貿易で、港の混
雑がひどく、通関制度が中国以上に不透明な
ケースもあり、決済サービスも不十分です。
そもそもネット通販が市場として未成熟で
す。

さらに国内物流からみると、混雑が非常に多
いのです。郵便事業者が配送することも多いと
いう話もありますが、配送の品質がまだまだ発
展途上です。交通渋滞もあるので、インドネシ
アなどでは、バイクタクシーアプリとして、
GOJEK、GRAB、UBER などの現地系および
グローバルな配車サービスが配送を担うケース
があります。これが東南アジアのスタンダード
になれば、ネット通販市場自体をもう少し整備
して、越境ネット通販の面でももっと増えてく
ると思います。

• 越境ネット通販拡大のポテンシャルは高いが、決済
とロジスティクス上の面で課題が多い。

• 決済：オンライン決済手段が不十分（クレジット
カードの普及も低い）。

• 国内物流
郵便事業者が配送することも多いが、配送品質は発展途上。

深刻な交通渋滞。
インドネシア等ではバイクタクシーアプリの活用。GOJEK、GRAB、
UBERなどのバイク配車サービスが配送を担う。

⇒東南アジアのスタンダードになり得る可能性。

• 貿易
港湾（または空港）通関の混雑。

不透明な通関制度。 46

アジア向け越境ネット通販への拡大
～アジアの越境ネット通販課題～
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この辺りは調査中のところではありますの
で、まだこれから調査していこうと思っていま

す。以上で終わります。ご清聴ありがとうござ
いました。

関西空港調査会　調査研究助成事業について
　関西空港調査会では、研究者による「空港と地域経済の活性化・国際化の促進に寄与する」調査研究に
適正な助成を行い、その成果を広報することを通じて、航空・空港に関する知識や情報の普及・啓発を図
る公益目的事業を行っています。事業初年度の 2017 年度は、以下の 4 件に対して助成を行いました。
①ランダム化コンジョイントを用いたメガハブ型および地域ハブ型の大陸間国際航空ネットワークの諸属

性に対する利用者選好確率の測定／吉田 雄一朗（広島大学大学院国際協力研究科教授）
②環境 DNA を活用した関空島周辺の藻場魚類（カサゴ、キジハタ）の分布調査法の確立／辻村 浩隆（地

方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所水産技術センター主任研究員）
③地方空港のインバウンド需要創出施策の検討／花岡 伸也（東京工業大学環境・社会理工学院准教授）
④アジア向け越境ネット通販プラットフォームにおける航空物流の役割に関する研究／宮武 宏輔（流通経

済大学流通情報学部助教）
　上記の調査研究成果発表会を 2018 年 7 月 20 日に開催しました。本誌 11 月号では、③と④の講演抄
録を掲載しています（①と②は 10 月号に掲載済み）。
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いつの間にか存在感が大きくなり、失った時
にその重要さに改めて気付く－。近畿地方を
9 月 4 日に直撃した台風 21 号によって被害を
受けた関西国際空港は、まさにそういった存
在になっていた。高潮で A 滑走路の大部分や
第 1 ターミナルの地下が浸水して、強風に流
されたタンカーが衝突した空港連絡橋は片側の
橋桁が激しく損傷した。まずは早急な復旧に向
けて尽力した多くの関係者に敬意を表したい。
2006 年に最初に取材して以来、関空に注目し
てきた私にとって、今回の被災とその後の国や
自治体の動きは、逆説的ではあるが改めて関空
の存在感の大きさを感じさせる出来事だった。

■かつてはお荷物扱い
2007 年 8 月 2 日早朝、B 滑走路の運用開

始を取材する記者団の一人として 2 期島の上
に立っていた。到着 1 番機となった日本航空
のバンコク発の旅客機が着陸すると、2 台の空
港消防車が歓迎の意を示すアーチ状の放水で迎
え、その壮大な光景に目が覚めるような思い
をした。この時、2 期島には地上施設はなく、
500 ヘクタール以上もの広大な土地に 4,000
メートルの滑走路があるだけだった。B 滑走路
を何とか開業させるために苦肉の策で、当時執
筆した記事には「第 2 滑走路の運用開始が次
へのステップになるか、これで関空の開発は事
実上終わるのか」と記していた。

当時は「造ってしまった 2 期島をいかに活
用するか」が関西の政財界にとって大きな課題
だった。2007 年度の関空の発着回数を、国が
2 期事業の前提としている「年間 13 万回程度」
に届かせるためにさまざまな取り組みもなされ
た。12 万回台でも「どこまでが『13 万回程度』

に入るか」という不毛な議論も真剣に交わされ
た。関空会社の有利子負債をいかに減らしてい
くかも課題で、次年度の政府予算案に関空会社
への利子補給金として何億円が計上されるかが
当時の関空担当記者にとって大きな関心事だっ
た。

その後、リーマン・ショック（2008 年）に
よる世界的な景気後退で旅客、貨物ともに振る
わず、さらに 2011 年には東日本大震災が発
生。2009 年度から 2011 年度は発着回数が年
間 11 万回にも届かなかった。その頃には東京
に転勤しており、取材した財務省の官僚からは、
国の財政にとって関空がいかに「お荷物」のよ
うな存在なのかを何回も聞かされて、何とも気
が滅入ったものだった。

■首相が再開を宣言
こういった関空に対する国の冷淡さを感じ続

けていたからこそ、今回の台風 21 号で被災し
た関空の復旧に向けて、国、特に首相官邸が発
揮したリーダーシップは、隔世の感を禁じ得な
い。首相官邸は被災の翌 5 日に対策チームを
設置し、6 日の朝に開かれた非常災害対策本部
会議で、安倍晋三首相が「国内線を明日中に再
開し、国際線についても準備が整い次第再開す
る」と宣言。再開には相当の日数が必要との観
測もあったため、被災 3 日後に旅客便の運航
を再開させるスピード感に驚かされた。

関西エアポートや復旧工事に当たった企業に
対して、国から相当のプレッシャーがあったよ
うだが、それもひとえに国として関空の重要性
を認識しているからこそだ。被災前に関空から
入国した外国人は 1 日平均約 2 万人おり、そ
れがゼロになれば 1 日当たり 24 億円の消費が

被災して再認識された関空の存在感

毎日新聞大阪本社経済部　　久田　　宏
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国内で失われる、という試算もあるほどで、財
政出動や金融緩和といったアベノミクスの効果
が薄れている昨今では、訪日外国人がもたらす
経済効果は決して無視できない。さらに大阪が
候補地の一つになっている 2025 年国際博覧会

（万博）の開催地決定を 11 月に控え、来年 6
月には国内初の主要 20 カ国・地域（G20）首
脳会議が大阪市で開かれる。こうした各国の要
人を迎える日本の玄関口が長期にわたって閉鎖
されると、国際的な日本の信用も落としかねな
い。

■非常時の特例に
今回の被災は、国と関空の関係にも一石を投

じたと言える。空港の運営を担うのはオリック
スなど民間企業が出資する関西エアポート。関
西エアポートに運営権を引き継いだ新関西国際
空港株式会社は国（国土交通大臣と財務大臣）
が全ての株式を保有し、空港運営をモニタリン
グする。空港島の土地を保有するのは、株主に
新関空会社と多くの民間企業が名を連ねる関西
国際空港土地保有株式会社。このような多重構
造では、スピード感が不可欠な非常時には責任
の所在が必ずしも明確ではない側面もあるが、
石井啓一国土交通大臣は「国際拠点空港の重要
な役割を考えた。今後も空港管理がどのような
主体であるかに関わらず最大限努力する」と記
者会見で明言し、非常時には国として関空に関
与していく考えを示した。国の 2018 年度補正
予算案にも「関西国際空港連絡橋の復旧への支
援」として約 50 億円が計上されたことも、国
が関空を重視している証左であろう。

もちろん、民間事業者の活力導入による効果
的で効率的な運営を進めることがコンセッショ
ンの意義であることには変わりはない。平時の
空港運営ではコンセッションの成果はさまざま
な点で現れはじめており、今回の国によるリー
ダーシップは非常時の特例だと考えたい。

■実力あってこそ
今回の被災で分かった関空の存在感の大きさ

は、関係する統計が物語っている。2011 年度

に約 1,386 万人だった航空旅客数は 2017 年
度には約 2.1 倍の約 2,880 万人に増加。この
結果、法務省入国管理局がまとめた空港別の外
国人入国者数（2017 年）のランキングでは、
最も多い成田空港（約 764 万人）に次いで
関空は 2 位で、その人数は成田に肉薄する約
716 万人まで増加していた。3 位の羽田空港は
約 375 万人で、首都圏と関西圏の経済や人口
の規模と比較すれば、首都圏の両空港に対して
関空はかなり健闘していると言える。「外国人
が増えている」と報道される北海道の新千歳空
港でさえ約 149 万人だった。

こうした変化は、関空が格安航空会社（LCC）
の拠点になったことに加え、中国をはじめとす
るアジア各国の所得向上で訪日外国人が増加し
たことが要因ではあるが、何よりも 24 時間発
着できる長い滑走路が 2 本ある関空のインフ
ラとしての能力と、外国人が訪れたくなるよう
な関西の魅力があってこそだ。今回の被災直後
には、阪神大震災を機に東アジアの海運の主要
拠点の座を釜山港に奪われた神戸港と、今後の
関空の姿を重ねる向きもあったが、関西各地に
魅力的な訪問先と、医薬品や電子部品の生産拠
点がある限り、それは杞憂に終わるだろう。

関空の 9 月の航空旅客数は前年同月比で
48%も減少した。年度の上半期（4〜9月）では、
6 月までは 10% 増の勢いだったが、台風 21
号に加えて、6 月 18 日の大阪北部地震、7 月
上旬の西日本豪雨で訪日外国人の足が鈍り、6
カ月では 2% の減少となった。減少は上半期と
しては 7 年ぶりだったが、「2% で済んだ」と
の見方もできる。台風 21 号による落ち込みを
回復するために官民あげて取り組んでいるさま
ざまな外国人誘致策に期待したい。

関空は単に「関西の空港」にとどまらず、名
実ともに日本の基幹インフラとなっていたこと
を、今回の被災で多くの人が認識したに違いな
い。被災した関空が東京発のニュースでこれだ
け取り上げられたのも、その裏付けの一つと言
える。だからこそ、今回を教訓にさまざまな災
害を想定した万全な備えを関空に関わる多くの
方々にお願いしたい。
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1　はじめに
研究レポート No.154では、関西3空港（関西、伊丹、神戸）を取り上げ、特に、関西に焦点を当

てながら、それら3空港における2001年から2017年までの航空ネットワークを多角的に評価した。
そこでは、航空ネットワークをダイレクト・コネクション（直行便）、インダイレクト・コネクショ
ン（経由便）、オンワード・コネクション（乗継便）、およびハブ・コネクション（接続便）の4タイ
プに類型化した上で、NetScan モデルによってインダイレクト・コネクションとハブ・コネクショ
ンの質を定量化し、コネクティビティー・ユニット（CNU）という単位を用いて、理論上のダイレクト・
コネクションに転換した。その結果、従来の指標を超えた関西3空港における航空ネットワークの拡
がりが明らかとなった。

本稿では、同モデルをアジア地域やヨーロッパ地域の主要空港に適用し、我が国における主要空
港の位置付けを把握する。

2　アジア主要空港における航空ネットワーク
以下では、我が国の主要4空港（成田、羽田、関西、および中部）、そしてアジア主要11空港（仁川（ソ

ウル）、北京首都（北京）、上海浦東（上海）、広州白雲（広州）、香港（香港）、台湾桃園（台北）、ニノイ・
アキノ（マニラ）、スワンナプーム（バンコク）、クアラルンプール（クアラルンプール）、シンガポー
ル・チャンギ（シンガポール）、およびスカルノ・ハッタ（ジャカルタ））を分析対象として取り上げ、
2001年、2009年、および2017年の各年9月第3週におけるこれら15空港の航空ネットワークを検
証する。

2.1　ダイレクト・コネクション（直行便）
図1は、分析対象15主要空港のダイレクト・コネクションを示したものである。まず、我が国の主

要空港については、関西を除いて、分析対象期間中に、ダイレクト・コネクションは増加している
ことが観察される。特に、羽田の増加率は顕著であり、2001年の2,484 CNU から、2017年の4,143 
CNU まで、67％増加している。この背景には、2010年における第4滑走路（D 滑走路）の供用開
始とそれに伴う再国際化の影響がある。成田についても、近年における LCC の路線拡張を反映して、
分析対象期間中に75％の増加率を記録した（2001年：1,239 CNU、2017年：2,166 CNU）。

関西外国語大学 英語国際学部

堂 前  光 司
（（一財）関西空港調査会　航空交通研究会メンバー）

アジア地域とヨーロッパ地域の主要空港における
航空ネットワークの評価と比較

航空交通研究会
研究レポート○155

＊本稿は、一般財団法人関西空港調査会「2018 年度調査研究助成事業」の下で遂行中の研究成果の一部である。ここ
に記して、心より感謝の意を表します。
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次に、アジア主要空港に関
しては、2017年において、北
京首都（5,737 CNU、2001年
比173％増）、広州白雲（4,364 
CNU、同262％増）、上海浦東
（4,239 CNU、同598％増）、
および香港（3,308 CNU、同
77％増）の中国主要4空港が
顕著であった。その他、スカ
ルノ・ハッタ（4,827 CNU、
同288％増）やクアラルンプー
ル（3,728 CNU、同218％増）、
シンガポール・チャンギ（3,477 
CNU、同92％）、スワンナプー
ム（3,257 CNU、同78％増）、および仁川（3,027 CNU、同218％増）も多いことが分かるだろう。

2.2　インダイレクト・コネクション（経由便）
図2に 示 す イ ン ダ イ レ ク

ト・ コ ネ ク シ ョ ン に つ い て
は、2017年 に お い て、 北 京
首 都（11,000 CNU）、 シ ン
ガポール・チャンギ（10,561 
CNU）、そして成田（10,029 
CNU）が10,000 CNU を上回っ
ていた。しかしながら、成田
に関しては、2001年の12,397 
CNU から19％も減少してお
り、その原因の1つとして、
2010年における日本航空の
経営破綻に伴う路線縮小が挙
げられるだろう。一方、羽田
（2,494％）は、分析対象15
空港の中で、広州白雲（2,955％）に次ぐ増加率を記録している。そして、クアラルンプール（168％）
やスカルノ・ハッタ（273％）に関しても、分析対象期間中に大きく増加していることが分かる。

2.3　ハブ・コネクション（接続便）
ハブ・コネクションについては、2017年において、北京首都（16,400 CNU、2001年比1,079％増）、

香港（14,520 CNU、同387％増）、シンガポール・チャンギ（12,077 CNU、同126％増）、スワン
ナプーム（10,766 CNU、同192％増）、羽田（10,117 CNU、同1,528％増）、そして仁川（10,014 
CNU、同521％増）が10,000 CNU を超えていた（図3参照）。羽田は、充実した国内路線と新たに
開設された国際路線の接続が実現した結果、極めて高い増加率を記録したといえる。また、北京首
都に加えて、上海浦東（12,876％）と広州白雲（5,630％）の中国本土主要3空港における増加率が

 2
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CNU、同 598％増）、および香

港（3,308 CNU、同 77％増）の

中国主要 4 空港が顕著であっ

た。その他、スカルノ・ハッタ

（4,827 CNU、同 288％増）やク

アラルンプール（3,728 CNU、

同 218％増）、シンガポール・

チ ャ ン ギ （ 3,477 CNU 、 同

92％）、スワンナプーム（3,257 

CNU、同 78％増）、および仁

川（3,027 CNU、同 218％増）も多いことが分かるだろう。 

 

2.2 インダイレクト・コネクション（経由便） 

図 2 に示すインダイレクト・コ

ネクションについては、2017 年

において、北京首都（ 11,000 

CNU）、シンガポール・チャンギ

（ 10,561 CNU ） 、そして成田

（10,029 CNU）が 10,000 CNU

を上回っていた。しかしながら、

成田に関しては、 2001 年の

12,397 CNU から 19％も減少し

ており、その原因の 1 つとして、

2010 年における日本航空の経

営破綻に伴う路線縮小が挙げら

れ る だ ろ う 。 一 方 、 羽 田

（2,494％）は、分析対象 15 空港の中で、広州白雲（2,955％）に次ぐ増加率を記録している。そして、

クアラルンプール（168％）やスカルノ・ハッタ（273％）に関しても、分析対象期間中に大きく増加し

ていることが分かる。 

 

2.3 ハブ・コネクション（接続便） 

ハブ・コネクションについては、2017 年において、北京首都（16,400 CNU、2001 年比 1,079％

増）、香港（14,520 CNU、同 387％増）、シンガポール・チャンギ（12,077 CNU、同 126％増）、スワン

ナプーム（10,766 CNU、同 192％増）、羽田（10,117 CNU、同 1,528％増）、そして仁川（10,014 

図 1 アジア主要 15 空港におけるダイレクト・コネクション 
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顕著であるが、この背景とし
ては、中国経済の急成長はも
ちろんのこと、各空港を拠点
とする航空会社のアライアン
ス加盟の影響が挙げられる。
すなわち、北京首都をハブと
する中国国際航空は、2007年
12月にスターアライアンスに
加盟した。同様に、広州白雲を
中心に運航している中国南方
航空、および上海浦東に拠点
を置く中国東方航空は、各々、
2007年11月と2011年6月にス
カイチームに加盟した。それ
以外でも、分析対象空港をハ
ブとする航空会社の中では、2001年以降に、日本航空がワンワールド（2007年4月）、アシアナ航
空がスターアライアンス（2003年3月）、チャイナエアラインがスカイチーム（2011年9月）、エバー
航空がスターアライアンス（2013年6月）、マレーシア航空がワンワールド（2013年2月）、そして
ガルーダ・インドネシア航空がスカイチーム（2014年3月）に加盟している。さらに、上海浦東と
広州白雲は、各々、1999年と2004年に開港しており、それに伴う空港容量の増大が、これら2空港
における航空ネットワークの拡大に寄与したといえるだろう。

3　ヨーロッパ主要空港における航空ネットワーク
以下では、我が国およびアジア地域における主要空港と比較を行うために、ダイレクト・コネクショ

ンとインダイレクト・コネクションの合計値（＝空港の潜在的な目的地数）からみたヨーロッパ地
域の上位15空港（ロンドン・ヒースロー、フランクフルト、パリ＝シャルル・ド・ゴール、アムス
テルダム・スキポール、ミュンヘン、マドリード＝バラハス、ローマ＝フィウミチーノ、イスタンブー
ル・アタテュルク、チューリッヒ、バルセロナ＝エル・プラット、コペンハーゲン、ブリュッセル、
ストックホルム・アーランダ、デュッセルドルフ、ウィーン）を分析対象として取り上げ、2014年
6月第3週におけるこれら15空港の航空ネットワークを紹介する。

3.1　航空ネットワークの概要
図4は、分析対象15空港におけるダイレクト・コネクション、インダイレクト・コネクション、お

よびハブ・コネクションの大きさを示したものである。
まず、ダイレクト・コネクションについては、ロンドン・ヒースローが最も多く、2014年において、

4,717 CNU であった。次いで、フランクフルト（4,629 CNU）、パリ＝シャルル・ド・ゴール（4,475 
CNU）、そしてアムステルダム・スキポール（4,170 CNU）の順であり、これらヨーロッパ主要4空
港が4,000 CNU を上回っていた。

次に、インダイレクト・コネクションについては、ロンドン・ヒースロー（17,555 CNU）、フ
ランクフルト（13,735 CNU）、そしてパリ＝シャルル・ド・ゴール（13,514 CNU）の3空港が
10,000 CNU を上回っており、次いで、アムステルダム・スキポール（9,999 CNU）、そしてミュ
ンヘン（8,611 CNU）であった。

 3

CNU、同 521％増）が 10,000 

CNU を超えていた（図 3 参照）。

羽田は、充実した国内路線と

新たに開設された国際路線の

接続が実現した結果、極めて

高い増加率を実現したといえ

る。また、北京首都に加えて、

上海浦東（12,876％）と広州白

雲（5,630％）の中国本土主要

3 空港における増加率が顕著
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ハブ・コネクションに関しては、状況が大きく異なり、フランクフルトが71,252 CNU と突出し
て多く、パリ＝シャルル・ド・ゴール（50,188 CNU）とアムステルダム・スキポール（49,389 
CNU）がこれに続いている。一方、ダイレクト・コネクションおよびインダイレクト・コネクショ
ンと比較して、ロンドン・ヒースロー（33,006 CNU）については、それ程大きくはないといえる
だろう。次いで、イスタンブール・アタテュルク（31,536 CNU）であるが、近年におけるターキッ
シュ・エアラインズの積極的な路線展開を反映した結果となっている。

3.2　アジア主要空港との比較
図4には、ヨーロッパ主要空港と比較するために、2章で取り上げたアジア主要15空港の分析結果

も示している。ただし、これらは2013年9月第3週の分析結果であり、ヨーロッパ主要空港の分析対
象期間（2014年6月第3週）とは異なることに注意されたい。

同図から明らかなように、ヨーロッパ主要空港と比較して、アジア主要空港の航空ネットワーク
は、ダイレクト・コネクションを除けば、相対的に小さいことが分かるだろう。特に、両地域の空
港におけるハブ・コネクションの相違は歴然としており、この背景には、到着便と出発便のスケジュー
ル調整、すなわち、ウェイブ・システム（Wave System）の存在が考えられる。例えば、アムステ
ルダム・スキポールには、KLM のウェイブ・システムが1日に7回も存在する。その一方で、インダ
イレクト・コネクションに関しては、アジア地域で最も多い成田のみが、現時点においても、ロンドン・
ヒースロー、フランクフルト、およびパリ＝シャルル・ド・ゴールのヨーロッパ上位3空港と遜色な
い点は、極めて興味深いといえるだろう。

4 おわりに
本稿までの2回にわたる研究レポートでは、OAG のフライト情報を利用した航空ネットワーク評

価モデルによって、関西3空港、そしてアジア地域とヨーロッパ地域の主要空港における航空ネット

 4
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次に、インダイレクト・コネクションについては、ロンドン・ヒースロー（17,555 CNU）、フランクフルト

（13,735 CNU）、そしてパリ＝シャルル・ド・ゴール（13,514 CNU）の 3 空港が 10,000 CNU を上回っ

ており、次いで、アムステルダム・スキポール（9,999 CNU）、そしてミュンヘン（8,611 CNU）であっ

た。 

ハブ・コネクションに関しては、状況が大きく異なり、フランクフルトが 71,252 CNU と突出して多く、

パリ＝シャルル・ド・ゴール（50,188 CNU）とアムステルダム・スキポール（49,389 CNU）がこれに続

いている。一方、ダイレクトおよびインダイレクト・コネクションと比較して、ロンドン・ヒースロー

（33,006 CNU）については、それ程大きくはないといえるだろう。次いで、イスタンブール・アタテュ

ルク（31,536 CNU）であるが、近年におけるターキッシュ・エアラインズの積極的な路線展開を反映

した結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 アジア主要空港との比較 

図 4 には、ヨーロッパ主要空港と比較するために、2 章で取り上げたアジア主要 15 空港の分析

結果も示している。ただし、2013 年 9 月第 3 週の分析結果であり、ヨーロッパ主要空港の分析対象

期間（2014 年 6 月第 3 週）とは異なることに注意されたい。 

図 4 ヨーロッパ主要 15 空港とアジア主要 15 空港における航空ネットワーク 

注）ヨーロッパ主要空港の分析結果については、ACI（2014）より筆者引用。 
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ワークの大きさや拡がりを明らかにした。本モデルは極めて実用的であり、同モデルによって、従来
の指標を超えたこれら空港における航空ネットワークの評価が可能となった。

本稿では詳細に取り上げなかったが、例えば、ミュンヘン（ダイレクト：3,521 CNU、インダイレクト：
8,611 CNU、ハブ：26,170 CNU）やデュッセルドルフ（ダイレクト：1,988 CNU、インダイレクト：5,006 
CNU、ハブ：2,945 CNU）、あるいは、バルセロナ＝エル・プラット（ダイレクト：2,850 CNU、イ
ンダイレクト：5,733 CNU、ハブ：2,762 CNU）をはじめ、当該国首位の国際空港ではなくても、極
めて大きな航空ネットワークを有する空港が存在することは大変興味深い。我が国における第2位の国
際空港である関西にとっては、示唆に富む分析結果であるといえるだろう。

【参考文献】
1）Airports Council International （ACI）. 2014. Airport Industry Connectivity Report 2004-2014, ACI 

EUROPE.
2）KLM Royal Dutch Airlines （KLM）. KLM network makes Schiphol into a mainport （https：//www.klm.

com/corporate/en/images/008372%20Factsheet%20network_tcm729-342204.pdf#search='wave+sys
tem+airline）

3）松本 秀暢（2018）「関西3空港における航空ネットワークの評価とその変遷」『KANSAI空港レビュー』，第479号，
pp.31-35．
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※関西空港には平成19年6月までは大阪航空貨物出張所を含んでいたが、平成19年7月以降は関西空港税関支署のみを計上。
　前年比は同支署分との比。
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【空港別貿易額】
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（単位：百万円、％）

平成23年6月20日　大阪税関・発表資料より

【参考】http://www.osaka-customs.go.jp/

大阪税関貿易速報［関西空港］ （平成23年5月分）
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平成23年6月29日　関西国際空港株式会社・発表資料より

【参考】http://www.kiac.co.jp/pr/pr.htm

1．乗入便数のその他には空輸機・燃料給油機・プライベート機・特別機等を含む。
2．国際線旅客数は、大阪入国管理局関西空港支局発表数値を参考に算出。    3．国際貨物量は、大阪税関公表の関西国際空港航空機積卸貨物量。

○発着回数137.2便/日（対前年比96％）
 国際線：96.0便/日
 （対前年比 96％）
 国内線：   41.2便/日
 （対前年比 96％）

○旅客数　31.7千人/日（対前年比85％）
 国際線： 21.6千人/日
 （対前年比 82％）
 国内線： 10.1千人/日
 （対前年比 93％）

○貨物量 1,872t/日 （対前年比97％）
 国際貨物： 1,773t/日 （対前年比   97％）
 　積  込  量： 817t/日  （対前年比   92％）
 　取  卸  量： 956t/日  （対前年比102％）
 国内貨物： 100t/日 （対前年比 104％）

貨物量について
国際貨物量につきましては、18ヶ月ぶりに前

年を下回りました。積込は19ヶ月ぶりに前年を
下回りましたが、取卸は18ヶ月連続で前年を上
回りました。
国内貨物量につきましては、2ヶ月ぶりに前

年を上回りました。

乗入便数について
国際線につきましては、旅客便は前年を下回りましたが、貨物

便は14ヶ月連続で前年を上回りました。
国内線につきましては、旅客便、貨物便ともに前年を下回りま

した。

旅客数について
旅客数につきましては、引き続き震災、原発事故による旅行

回避の影響を受け、外国人旅客を中心に前年を下回りました。
また、台北・ニューヨーク線の就航により、通過旅客は増加

しました。

2011 年度（平成 23年度）5月運営概況（速報値）　
2018 年 10 月 23 日　関西エアポート株式会社・発表資料より

関西国際空港 2018 年 9 月運営概況（速報値）
【参考】http://www.kansai-airports.co.jp/company-profile/about-airports/itm.html

1．発着回数には空輸機・燃料給油機・プライベート機・特別機・回転翼機等を含む。
2．国際線旅客数は、大阪入国管理局関西空港支局の発表資料を基に算出している。
3．国際貨物量は、大阪税関公表の関西国際空港航空機積卸貨物量による。

発着回数について
国際線、国内線の合計発着回数は台風 21 号被害
の影響で前年同月比 57％の 8,766 回となってお
ります。国際線につきましても前年同月比 54％
の 6,137 回となっております。

 旅客数について

貨物量について
国際線の貨物量は前年同月比
40％の 29,474t となっておりま
す。

○発着回数 8,766 回（前年同月比　57％）

	 国際線：6,137 回	
		   （前年同月比 54％）
	 国内線：2,629 回	
		  （前年同月比 63％）

○旅客数 1,216,867 人	（前年同月比　52％）

	 国際線：	 887,370 人
		  （前年同月比 51％）
	 国内線：	 329,497 人
		   （前年同月比 55％）

○貨物量	 29,701t	（前年同月比	 39％）
	 国際貨物：29,474t		（前年同月比	 40％）
	   積  込  量：	 15,205t	（前年同月比	 43％）
	   取  卸  量：	 14,269t 	（前年同月比	 37％）
	 国内貨物：	 227t		 （前年同月比	 14％）

国際線、国内線の合計旅客数は台風 21 号被害や 24 号に備えて事前に滑走
路閉鎖したことが響き前年同月比 52％の 1,216,867 人となっております。
国際線の旅客数は前年同月比 51％の 887,370 人、うち外国人旅客数は
前年同月比 51％の 566,400 人となり 3 年 8 カ月ぶりに 50 万人台にな
りました。

2018 年 10 月 18 日　大阪税関・発表資料より

【貿易額】（単位：百万円、％）

輸　出 輸　入 バランス
（△は入超）前年比 全国比 前年比 全国比

近 畿 圏 1,119,361 75.5 16.6 931,680 75.6 14.1 187,680

管 内 671,804 68.3 10.0 671,027 70.6 10.2 776

大 阪 港 300,365 100.5 4.5 374,025 90.2 5.7 △ 73,660

関 西 空 港 233,616 42.0 3.5 106,109 29.2 1.6 127,507

全 国 6,726,649 98.8 100.0 6,587,088 107.0 100.0 139,560

【空港別貿易額】（単位：百万円、％）

輸　出 輸　入 バランス
（△は入超）前年比 全国比 前年比 全国比

関 西 空 港 233,616 42.0 3.5 106,109 29.2 1.6 127,507

成 田 空 港 1,122,109 116.6 16.7 1,224,692 120.8 18.6 △ 102,583

羽 田 空 港 37,599 82.6 0.6 96,975 120.7 1.5 △ 59,376

中 部 空 港 119,291 136.2 1.8 114,705 151.3 1.7 4,587

福 岡 空 港 39,527 33.1 0.6 48,218 116.2 0.7 △ 8,691

新 千 歳 空 港 3,174 163.7 0.0 1,287 79.0 0.0 1,887

大阪税関貿易速報［関西空港］	 2018 年 9 月分



　KANSAI 空港レビュー 2018. Nov　39

 関西国際空港の出入 ( 帰 ) 国者数
大阪入国管理局　関西空港支局・発表資料より

外　　国　　人 日　　本　　人
合　計 （1 日平均）

外国人入国（1 日平均）外国人出国（1 日平均） 日本人帰国（1 日平均）日本人出国（1 日平均）
平 成 6 年 254,482 2,139 258,566 2,173 �940,315� 7,902� 955,393 �8,029� 2,408,756� 20,242
平 成 7 年 756,740� 2,073 �750,195� 2,055 �3,271,373 �8,963 �3,294,853 �9,027 8,073,161� 22,118
平 成 8 年 948,542 �2,592 �914,848 �2,500 �4,067,434� 11,113 �4,102,609 �11,209� 10,033,433 �27,414
平 成 9 年 1,079,427 �2,957 �1,027,910 �2,816 �4,316,824 �11,827 �4,320,636 �11,837� 10,744,797 �29,438
平成 10 年 1,079,290� 2,957 �1,022,094� 2,800 �4,054,740 �11,109 �4,045,772 �11,084� 10,201,896 �27,950
平成 11 年 1,112,468 �3,048 �1,079,403 �2,957 �4,251,949 �11,649� 4,226,223 �11,579 �10,670,043� 29,233
平成 12 年 1,194,740 �3,264� 1,158,019 �3,164� 4,598,347 �12,564 �4,646,518 �12,695 �11,597,624 �31,687
平成 13 年 1,198,460� 3,283 �1,152,108 �3,156 �4,152,997 �11,378 �4,118,258� 11,283 �10,621,823� 29,101
平成 14 年 1,177,532 �3,226� 1,119,898 �3,068 �3,809,221 �10,436 �3,829,030� 10,490 �9,935,681 �27,221
平成 15 年 1,112,229� 3,047 �1,057,401 �2,897 2,928,003 �8,022 �2,916,829� 7,991 �8,014,462 �21,957
平成 16 年 1,289,109� 3,522 �1,245,589 �3,403� 3,771,899 �10,306 �3,755,088 �10,260� 10,061,685 �27,491
平成 17 年 1,369,514 �3,752 �1,327,750 �3,638 �3,861,466� 10,579� 3,861,860 �10,580 �10,420,590 �28,550
平成 18 年 1,505,025� 4,123 �1,431,800 �3,923� 3,852,179� 10,554� 3,861,140 10,578� 10,650,144 �29,178
平成 19 年 1,662,378 4,554 1,584,128 4,340 3,676,627 10,073 3,687,939 10,104 10,611,072 29,071
平成 20 年 1,652,085 4,514 1,568,513 4,286 3,342,988 9,134 3,336,644 9,117 9,900,230 27,050
平成 21 年 1,357,556 3,719 1,332,025 3,649 3,188,812 8,736 3,184,158 8,724 9,062,551 24,829
平成 22 年 1,751,906 4,800 1,736,108 4,756 3,353,402 9,187 3,349,189 9,176 10,190,605 27,919
平成 23 年 1,343,897 3,682 1,363,251 3,735 3,396,026 9,304 3,388,895 9,285 9,492,069 26,006
平成 24 年 1,795,222 4,905 1,778,162 4,858 3,616,472 9,881 3,622,975 9,899 10,812,831 29,543
平成 25 年 2,326,263 6,373 2,285,785 6,262 3,433,700 9,407 3,439,358 9,423 11,485,106 31,466
平成 26 年 3,173,759 8,695 3,104,778 8,506 3,248,983 8,901 3,224,562 8,834 12,752,082 34,937
平成 27 年 5,012,402 13,733 4,974,063 13,628 3,045,982 8,345 3,028,657 8,298 16,061,104 44,003
平成 28 年 6,090,300 16,640 6,051,810 16,540 3,189,960 8,720 3,187,010 8,710 18,519,080 50,600
平成 29 年 7,162,310 19,620 7,126,200 19,520 3,311,930 9,070 3,302,920 9,050 20,903,360 57,270

平 成 30 年 1 月 647,930 20,900 628,800 20,280 295,080 9,520 273,950 8,840 1,845,760 59,540

平 成 30 年 2 月 645,330 23,050 677,940 24,210 248,270 8,870 259,070 9,250 1,830,610 65,380

平 成 30 年 3 月 679,160 21,910 628,250 20,270 383,820 12,380 364,890 11,770 2,056,120 66,330

平 成 30 年 4 月 735,850 24,530 762,090 25,400 231,320 7,710 247,770 8,260 1,977,030 65,900

平 成 30 年 5 月 694,010 22,390 687,550 22,180 285,620 9,210 266,410 8,590 1,933,590 62,370

平 成 30 年 6 月 662,420 22,080 661,780 22,060 268,340 8,940 265,050 8,840 1,857,590 61,920

平 成 30 年 7 月 663,320 21,400 659,020 21,260 285,940 9,220 291,440 9,400 1,899,720 61,280

平 成 30 年 8 月 635,450 20,500 671,010 21,650 392,240 12,650 404,980 13,060 2,103,680 67,860

平 成 30 年 9 月 310,200 10,340 256,200 8,540 154,960 5,170 158,760 5,290 880,120 29,340

平成 30 年 10 月 650,480 20,980 638,240 20,590 301,350 9,720 312,490 10,080 1,902,560 61,370

平 成 30 年 累 計 6,324,150 20,800 6,270,880 20,630 2,846,940 9,370 2,844,810 9,360 18,286,780 60,150

前 年 同 期 5,885,790 19,360 5,850,530 19,250 2,766,010 9,100 2,735,760 9,000 17,238,090 56,700
対 前 年 同 期 比 107.4％ 107.2％ 102.9％ 104.0％ 106.1％
※外国人入出国者数には、地位協定該当者を含み、特例上陸許可は含まれない。
※平成 6 年の数値は、開港（9 月 4 日）以降の総数である。
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関西 3 空港と国内主要空港の利用状況 2018 年 9月実績【速報】

( 一財 ) 関西空港調査会 調査研究グループ 調べ

区　分 空港名 国　際　線 国　内　線 合　　計前 年 同 月 比 前 年 同 月 比 前 年 同 月 比

発着回数
（回）

関西 3 空港 6,140 54.5% 15,771 89.7% 21,911 76.0%
関 西 6,137 54.5% 2,629 62.8% 8,766 56.7%
大阪（伊丹） 0 　　　－ 10,852 97.6% 10,852 97.6%
神 戸 3 60.0% 2,290 100.7% 2,293 100.7%

成 田 17,349 105.2% 4,350 94.9% 21,699 103.0%
中 部 3,426 107.6% 5,000 96.7% 8,426 100.8%

旅客数
（人）

関西 3 空港 887,370 51.0% 1,948,190 89.0% 2,835,560 72.2%
関 西 887,370 51.0% 329,497 55.3% 1,216,867 52.1%
大阪（伊丹） 0 　　　－ 1,352,073 103.0% 1,352,073 103.0%
神 戸 － 0.0% 266,620 95.2% 266,620 95.2%

成 田 3,109,292 112.7% 592,357 91.9% 3,701,649 108.8%
東京（羽田） 1,531,228 108.9% 5,353,532 93.9% 6,884,760 96.9%
中 部 577,900 130.4% 499,847 94.6% 1,077,747 111.0%

貨物量
（トン）

関西 3 空港 29,474 39.7% 11,115 84.6% 40,589 46.4%
関 西 29,474 39.7% 227 13.7% 29,701 39.1%
大阪（伊丹） 0 　　　－ 10,888 94.8% 10,888 94.8%

成 田 190,981 98.2% 　　　－ 　　　－ 190,981 98.2%
東京（羽田） 58,714 112.5% 58,094 88.2% 116,807 98.9%
中 部 20,594 131.0% 1,358 69.9% 21,952 124.3%

注１．羽田の発着回数、成田の国内貨物量、神戸の国際旅客数は速報で公表していないため掲載していない。
注２．神戸の貨物量は実績が無いため掲載していない。 
注３．速報値であり、確定値とは異なることがある。






